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Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化
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①未曽有の人口減少社会・超少子高齢社会の到来 その１

2015年国勢調査で日本の人口が初めて
減少

2020年調査ではさらに約94万人減少

高齢化率（65 歳以上人口割合）：

26.6％→28.6％(▲2.0ポイント）

伊賀市：（H17）103,227→（R7）83,553人

高齢化率：(R7)34.3%

2060年代には、日本の人口は8000万人
高齢化率は40％

2050年までに消滅可能性都市

８９６／１，７９９→７４４／１，７２９※国立社会保障・人口問題研究所「総人口及び年齢構造係数:出生中位(死亡中位)推計」

（令和5年推計） に基づき筆者作成

※「日本創成会議」(2014）、「人口戦略会議」(2024）公表資料

単位（千人）

（年次）

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

4



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

前回推計（H29）よりも出生率は低下するものの、平均寿命が延伸
し、外国人の入国超過増により人口減少の進行はわずかに緩和!?

～～総人口は 50 年後に現在の７割に減少し、65 歳以上人口はおよそ４割を占める。
前回推計よりも出生率は低下するものの、平均寿命が延伸し、外国人の入国超過増により
人口減少の進行はわずかに緩和～総人口は 50 年後に現在の７割に減少し、65 歳以上人口はおよそ４割を占める。
前回推計よりも出生率は低下するものの、平均寿命が延伸し、外国人の入国超過増により
人口減少の進行はわずかに緩和～

。

出所： 国立社会保障・人口問題研究所（2023.4.26プレスリリース資料）

・合計特殊出生率は、前回推計の 1.44(2065 年)から 1.36(2070 年)に低下（中
 位仮定）。
・平均寿命は、2020 年の男性 81.58 年、女性 87.72 年が、2070 年には男性
  85.89 年、女性 91.94 年に伸びる（中位仮定）。
・外国人の入国超過数は、前回推計の年間約6万9千人(2035 年)から今回の約
  16 万４千人(2040 年)へ増加。
・総人口は 50 年後に現在の7割に減少、65 歳以上人口はおよそ４割に（出生
 中位・死亡中位推計）
・2065年時点の総人口は前回推計8,808万人から今回9,159万人へ増加。（国際
人口移動予想のため）
・日本人人口に限定すると、2070年には7,761万人。65 歳以上人口は、40.9％。
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Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

合計特殊出生率（＝1人の女性が生涯に産む子どもの数を示す率）
は１.１５と過去最低

出所：厚生労働省は2024年の人口動態統計（概数）
※国内で出生した日本人の子どもの数は68万6,061人で、統計を開始した1899年以
降で初めて70万人を下回った。前年からの減少幅は4万1,227人で、9年連続で過去最
少を更新。伊賀市：（R6）1.22本人の子どもの数は68万6,061人で、統計を開始した1899年以降で初めて70万人を下回った。前年から

の減少幅は4万1,227人で、9年連続で過去最少を更新年にかけて、20～39歳の若年女性人口が5割以下に減少する市区町村。さらに2040年に人口1万人
未満（推計）の523自治体は「消滅可能性が高い」とされている。（市区町村数は2013年３月時点）

新過疎法で過疎地域が指定された市町村の数
８８５／１，７１８

出所：総務省「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法概要」（市町村数
は2022年4月時点）
※要件は、Ｓ55からＲ２にかけて、人口が、30％以上減少、財政力指数が0.40以下の
場合25％以上減少、高齢者比率が38％以上など。ら2040年にかけて、20～39歳の若年女性人口が5割以下に減

少する市区町村。さらに2040年に人口1万人未満（推計）の523自治体は「消滅可能性が高い」とされている。（市区町村数は2013年３月時点）
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忘れてならないのは、行政職員も

高齢化そして減少しているということ

総職員数は、対1994年比で

約47万人の減少（▲15％）

伊賀市：（H21)1,022→（R5）884人

2040年代にはさらに減少予想

行政頼みの地域自治は望めない

一層の公民連携、広域連携、DXの
推進が必至

※総務省「令和6年地方公共団体定員管理調査結果」に基づき筆者作成 （年次）

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

①未曽有の人口減少社会・超少子高齢社会の到来 その２

単位（千人）
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さらに、忘れてならないのは、民間
事業者数も減少しているということ

2014年→2021年だけでも、中小企
業者は45万者減少。うち、小規模事
業者は40万者。

従って、公民連携は必須なものの、
民間企業者にも依存は出来ない。

官民問わず、縮小していくことを前
提にまちづくりを考えなくてはならな
い。

※資料：総務省「平成26年経済センサス-基礎調査」、総務省・経済産業省
「平成28年、令和３年経済センサス-活動調査」に基づき筆者作成

（年次）

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

①未曽有の人口減少社会・超少子高齢社会の到来 その３

事業者数（万）
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普通国債残高、借入金、地方債務
残高など国・地方の双方について
集計した「国及び地方の長期債務
残高」は1311兆円。（2024年度末）

国民１人当たりでは約１千万円を超
える。

主要先進国の中で最悪の水準。

（対GDP比211％）

コロナ禍でさらに悪化
（年次）

※財務省「日本の財政関係資料（令和７年4月）」に基づき筆者作成

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

②国家的な財政難・地方財政の悪化 その１

単位（兆円）
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経常収支比率は、経常経費充当
一般財源（人件費、扶助費、公債
費等）が、経常一般財源（地方税
、普通交付税等）に対し、どの程
度の割合となっているかをみるこ
とにより財政構造の弾力性を判断
するものである。

地方の経常収支比率は、92.8％（
令和5年度）となり、令和3年度を
除き20年間にわたり、90％を上回
っている。

伊賀市：96.6％（R5）
（年次）

※総務省「令和7年版地方財政白書」に基づき筆者作成

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

②国家的な財政難・地方財政の悪化 その２

（単位：％）
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例えば、多くの自治体で、上下
水道施設は、老朽化対策や耐
震化が求められている。

しかし、このままでいくと、収益
収支は単年度赤字になるととも
に、補填財源が不足し、上下水
道事業経営は破綻する。

広域化やウォーターPPPの検
討は必至。

※Ａ市の上水道事業の【純損益の長期推計】2023.4

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

③公共施設・インフラの危機 その１

11
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社会資本 施設数 令和2年3月 令和12年3月 令和22年3月

道路橋 約73万橋 約30％ 約55% 約75%

トンネル 約1.1万本 約22% 約36% 約53%

河川管理施設
約4万6千施
設

約10% 約23% 約38%

下水道管渠 約48万㎞ 約5% 約16% 約35%

港湾岸壁
約6万1千施
設

約21% 約43% 約66%

今後10数年で、多くの公共施設
・インフラが建設後50年以上を経
過する。

経年劣化のほか、住民や利用
者のニーズの多様化、バリアフ
リー化、耐震化などに対応する
ための大規模改修や更新が必
須。

もはや従来の公設公営では対
応は不可能。

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

③公共施設・インフラの危機 その２

※国土交通省「社会資本の老朽化の現状」（令和2年推計）

建設後50年以上を経過する社会資本の割合

12
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④行政の肥大化と既存組織の機能不全 その1

人口

事業・組織

本来の水準

高度経済成長期
（人口増大社会）

低経済成長期
（人口減少社会）

高度経済成長期（人口増大期）
につくられた組織・事業がそのま
ま存続している。

低経済成長期（人口減少社会）
に突入しているにもかかわらず
、いまだ組織・事業のスクラップ
＆ビルドは進んでいない。

人口減少、経済の縮小に伴い、
身の丈に合った行政経営にすべ
き。

※筆者作成

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化
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公
共
領
域

④行政の肥大化と既存組織の機能不全 その２

行政がここまで肥大化したのは
実は戦後。

行政の発展と共に政策やそれ
に比例した公金の投入が増え続
けてきた。

市民協働は重要である。災害時
の役割分担が一番分かりやす
い。

協働すべき領域は全政策分野

（全部署）にある。

※筆者作成

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

協働
（共助・互助）

14
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④行政の肥大化と既存組織の機能不全 その３

〇今日、地域に存在する自治会・まちづくり協議会、消防団、民生委員、PTA、

子ども会、老人会、青少年育成市民会議、交通安全協会、商工会、〇〇協会

   等既存組織はいずれも高度経済成長期・人口増大期につくられたもの。

〇いずれも、人口減少・超高齢社会に突入し、担い手不足、財源不足、強制参加、

裏予算化、最悪、着服横領等の犯罪も起こっている。

〇そもそも、現代の需要にマッチしておらず、地域にとって必要な機能を果たして

   いない。ニーズのない事業を行っている。団体の維持・存続が目的となっている。

〇これらの組織をただ昔のままに継続するのではなく、歴史的使命を終えたもの

   は廃止したり、規模、機能に合わせて再構築する必要がある。

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化
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⑤変わりゆく公の概念 その１

従来、公共の主体は地
方公共団体であった。そ
こに一部、民間の経営手
法を取り入れたのが、
NPM（ニューパブリック・
マネジメント）である。

1990年代以降、世界的
潮流となった。

現代は、さらに進んで公
共を公と民が共に担う公
民連携＝PPP(パブリック
・プライベート・パートナー
シップ）が潮流になりつつ
ある。

民

地方公共団体

地方公共団体 民間

民間
民民間

NPM PPP

※筆者作成

公共領域公共領域

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化
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⑤変わりゆく公の概念 その２

新しい公共・・・

2003年の第27次地方制度
調査会答申を皮切りに、民
主党政権下でも、2010年以
降、「新しい公共」推進会議
、同円卓会議、同調査会等
が設置され、推進された。

2012年の第2次安倍内閣の
発足とともに廃止された。

※第27次地方制度調査会「今後の地方自治のあり方に関する答申」(2003）より筆者作成

民

企業

アウトソ
ーシング

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

民地域
協働

市民
利潤追求活動

「地域における住民サービスを担うのは行政のみではないということが重要な視点であり、住民や
、重要なパートナーとしてのコミュニティ組織、NPOその他民間セクターとも協働し、相互に連携し
て新しい公共空間を目指していくべきである。」（抜粋）

17

私的活動

法務・企画など

公共

新しい公共
空間

行政

多用な任用
形態等

多用な勤務
形態等
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⑤変わりゆく公の概念 その３

最新の総務省の研究会
報告書「自治体戦略
2040構想研究会・第二
次報告」

これからの地方自治体
は、これまでのような

サービス・プロバイダー
ではなく、様々な主体（
公共私）を調整していく

プラットフォーム・ビルダ
ーに転換すべきと提言
している。

民
地方公共団体

民間

サービス・プロバイダー プラットフォーム・ビルダー

※総務省「自治体戦略2040構想研究会・第二次報告」（2018）より筆者作成

公共サービス

住民 住民

民民 民間民間民間

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

公共サービス
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●自治体(地域）の近未来・・・

Ⅰ 地方自治体を取り巻く環境の変化

〇あらゆる分野で人手不足

・・・公共交通、スーパーマーケットや金融機関も撤退。

買い物難民の増加等様々な問題が起こる。

↑河合雅司氏の「未来の年表」に詳しい。

〇公務員も不足

・・・雇用の流動化 既に技術系部門から始まっている。

↑横浜ウォーター㈱、神戸市行政事務センター、公募制度など。

〇DXは当然のこと、広域化、共有化、集約化は必至

〇BPO（アウトソーシング）やPPP（公民連携）も必須

･･･↑しかし、民間事業者も人手不足。民間事業者側の視点に立っ

た連携も必要。
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●まとめ

・ “これからの公共”が必要な背景には、人口減少社会や財政難、
行政の肥大化と既存組織の機能不全、公の概念の変化などがある。

・ 最大の問題は、戦後長らく続いてきた既存の組織・事業が制度疲労
をおこし、現代の地域をめぐる諸課題に対応できていないことにある。

・ 自治体経営とは、適切な公・民・協働（公共私）の役割分担により、
公共領域を担っていくことである。

・ ゆえに、自治体（地域）はこれまでと同じでは済まされず、改善・改革を
行い、行政のみならず、市民や企業、団体など地域に存在する様々な

アクターが力を合わせて、まちづくりを行っていかなくてはならない。

20
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Ⅱ 郵便局と地域の連携の現況

21
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Ⅱ 郵便局と地域の連携の現況

■「デジタル社会における郵便局の地域貢献の在り方」（総務省郵政

行政部）（R4.10.14）から見えてくること

※平成30年審議会答申のフォローアップとして、大きく2つの柱を推進

１．実証事業「郵便局×地方自治体×ICT」について

〇「郵便局活性化推進事業」（R１～3年度）

・・・「スマートスピーカーを活用した郵便局のみまもりサービス

R4年度～実サービスとして展開

〇「郵便局等の公的地域基盤連携推進事業」（R4年度～）

・・・地域課題を解決するための実証事業

デジタル化支援、災害時安否確認、空き家対策など

22
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Ⅱ 郵便局と地域の連携の現況

２．自治体からの郵便局への委託業務の一層の推進について

〇「地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する

法律」（いわゆる「郵便局事務取扱法）（R3.5改正）

・・・転出届の受付・印鑑登録の廃止申請の受付等の事務

マイナンバーカードの電子証明書の発行・更新等に係る事務

を追加

〇「郵便局におけるマイナンバーカード利活用推進事業」（R3年度～）

・・・郵便局型マイナンバーカード利用端末の開発・実証

23
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Ⅱ 郵便局と地域の連携の現況

■郵便局における事務取扱状況（令和4年7月）
事務内容 自治体数 郵便局数

① 戸籍・除籍の謄本，抄本，記載事項証明書等 147 527

② （地方税の）納税証明書 125 472

③ 住民票の写し，住民票記載事項証明書，除票の写し及び除
票記載事項証明書

165 562

④ 戸籍の附票の写し及び戸籍の附票の除票の写し 130 457

⑤ 転出届の受付，転出証明書の引渡し 3 4

⑥ マイナンバーカードの署名用電子証明書の発行・更新等 3 3

⑦ マイナンバーカードの利用者証明用電子証明書の発行・更
新等

3 3

⑧ 印鑑登録証明書の交付 164 560
⑨ 印鑑登録の廃止申請の受付 3 5
証明書交付等事務（合計） 165 562
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Ⅱ 郵便局と地域の連携の現況

■その他の行政事務を郵便局が受託している自治体（R4.6.1）

事務内容 自治体数

国民健康保険関係の各種届出書等の受付、介護保険関係
の各種届出書・申請書の受付、児童手当の各種請求書・届
出書の受付、狂犬病予防注射済票の交付等

20

■自治体独自の事務であって郵便局が受託している事務（R4.6末）

事務内容 自治体数 郵便局数

バス回数券等の販売・交付、ごみ処理券・ごみ
袋の販売、商品券の販売等

171 4275
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・ 国のデジタル化の推進やマイナンバーカードの普及促進政策に対応し、郵

便局はその優位性を示している。

・令和4年6月現在、全体として165市区町村562郵便局で何らかの事務が委託

されている。

・全国で1,741市区町村（北方領土を除く）、24,283郵便局（R4.6末）がある中では

、まだまだ少ないと言わざるを得ない。

・事務別に見れば、⑧印鑑登録証明書や③住民票の写し等が多い。郵便局へ

の委託業務が一定浸透していると推測される。

・法定外の委託業務も少しずつであるが増えている。今後の可能性を感じる。
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Ⅲ 郵便局への窓口業務委託事業（実証実験）の

     その後(三重県伊賀市)
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Ⅲ 三重県伊賀市における事例研究

１．伊賀市の概要

伊賀市･･･行政サービス格差の解消、民間活力導入、職員の負担軽減を目的に
窓口業務の郵便局委託を目指すケース。

【市役所の位置】 三重県伊賀市四十九町3184番地

【市 制 施 行】 平成16年11月1日（1市3町2村合併）

    (上野市、島ヶ原村、伊賀町、阿山町、大山田村、青山町 )

【面 積】 558.23ｋ㎡ ( 森林 約62％、農用地 約14％、宅地 約5％ )

【人 口】83,553人 （令和7年10月 31 日現在）

〔 男：41,140 人 ／ 女：42,413 人 〕うち外国人 6,257人（7.48％）

【高齢化率】 33.9％

【世 帯 数】 40,588 世帯（令和7年10月 31 日現在）

【産業別人口】

第１次産業 2,307 人 （ 5.2％） 第２次産業 17,009 人 （38.3％） 第３次産業 22,782 人 （51.3％）
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Ⅲ 郵便局への窓口業務委託事業（実証実験）のその後
       (三重県伊賀市)

（出所：伊賀市資料及び伊賀市役所Webサイトhttps://www.city.iga.lg.jp/0000003779.html 2022.12参照）
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伊賀市阿波郵便局 伊賀市阿波郵便局伊賀市古山郵便局
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Ⅳ 地方公会計による財務分析の例（三重県伊賀市 ）
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● 代表的な財務指標

36

主な指標 算出式 指標の意味

① 住民一人あたり資産額 資産合計／住民基本台帳人口
住民一人当たり資産額の大きな減少は、資産圧縮に取り
組んだ結果である場合と、施設等の老朽化により有形固定
資産の金額が減少している場合などがある。

② 歳入額対資産比率 資産合計／歳入総額
当該年度の歳入総額に対する資産合計の比率を算出し、
これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年
分に相当するかを表す指標。

③ 有形固定資産減価償却率
減価償却累計額／
有形固定資産合計－ 土地等の非償却資
産 ＋ 減価償却累計額

資産の耐用年数に対して、資産の取得からどの程度経過
しているかを表す指標。

④ 純資産比率 純資産／資産合計

純資産の増加は、過去及び現世代の負担により将来世代
が利用可能な資源を蓄積したことを表す一方、純資産の減
少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が消
費して便益を享受していると捉えることができる。

⑤ 将来世代負担比率
地方債残高／
有形・無形固定資産合計

財源のうち将来の償還等が必要な負債による調達割合（公
共資産等形成充当負債の割合）を算出し、社会資本等形
成に係る将来世代の負担の程度を表す指標。
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● 代表的な財務指標

37

主な指標 算出式 指標の意味

⑥ 住民一人当たり行政コスト 純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口

純行政コストは、地方公共団体の行政活動に係る人件費
や物件費等の費用について、発生主義に基づき退職手
当引当金繰入額や減価償却費などを含めてフルコストで
表示したもの。

⑦ 住民一人当たり負債額 負債合計／住民基本台帳人口
負債には地方債残高のほか、退職手当引当金や未払金
など、発生主義により全ての負債が含まれている。

⑧ 基礎的財政収支
業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋
投資活動収支（基金積立金支出及び基
金取崩収入を除く）

業務活動収支及び投資活動収支の合算額を算出し、そ
の時点で必要とされる政策的経費をその時点の税収等で
どれだけまかなえているかを表す。

⑨ 受益者負担比率 経常収益÷ 経常費用

経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る受
益者負担の金額）に対する経常費用（行政サービス提供
に係る負担）の比率を算出し、行政サービスの提供に対
する受益者の直接的な負担の割合を表した指標。
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住民一人当たり資産額（万円）
指標の定義：住民一人当たりどのくらいの資産があるのか
算定式 ：資産合計÷人口（住民基本台帳人口）

550.6 
474.8 

464.9 
433.0 
432.6 

417.9 
416.2 

402.4 
386.9 

367.2 
346.1 
343.8 

307.9 
300.5 

283.3 
269.6 
268.5 

249.2 
243.6 

235.4 
233.7 
230.9 

223.3 
219.6 

209.5 
203.3 
201.2 
195.8 
194.0 

178.7 
0.0 

0.0 200.0 400.0 600.0

大台町

大紀町

熊野市

川越町

いなべ市

紀宝町

尾鷲市

南伊勢町

御浜町

木曽岬町

多気町

紀北町

伊賀市

三重県14市15町平均

津市

度会町

全国_都市Ⅱ－０平均

明和町

亀山市

四日市市

伊勢市

玉城町

松阪市

志摩市

名張市

鈴鹿市

東員町

朝日町

菰野町

桑名市

鳥羽市

令和４年：全体会計

583.9 
500.4 
499.7 

448.5 
441.0 
440.3 
437.2 

417.3 
391.5 

375.5 
311.8 

288.7 
285.5 
279.7 

261.5 
259.6 

247.9 
242.9 
239.6 
237.5 
232.1 
227.7 

215.7 
207.1 
206.4 
202.3 

194.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 

0.0 200.0 400.0 600.0

大台町
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多気町

伊賀市

津市

全国_都市Ⅱ－０平均

三重県14市15町平均

四日市市

明和町

亀山市

玉城町

伊勢市

志摩市

東員町

松阪市

名張市

鈴鹿市

朝日町

菰野町

桑名市

紀北町

鳥羽市

度会町

尾鷲市

令和４年：連結会計

438.0 
435.9 

395.9 
375.4 

348.2 
346.8 
343.4 

334.3 
315.3 

284.4 
281.4 

230.5 
226.6 
220.9 

212.5 
197.0 
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歳入額対資産比率（年）
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令和４年：一般会計
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令和４年：全体会計
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令和４年：連結会計

指標の定義：これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するか。
算定式 ：資産合計÷当該年度の歳入総額
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有形固定資産減価償却率（％）
指標の定義：資産が耐用年数の何割を経過しているのか（＝老朽化率）
算定式 ：減価償却累計額÷（有形固定資産合計ー土地等の非償却資産＋減価償却累計額）
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令和４年：連結会計
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令和４年：全体会計
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純資産比率（％）
指標の定義：資産と負債の差額（純資産）の割合。負債は将来世代の負担を表し、純資産は

現世代の負担を表す
算定式 ：純資産合計÷資産合計

98.6 
83.6 
82.8 

81.6 
81.3 
80.9 
80.4 

79.2 
78.7 
77.8 
77.0 
76.5 
76.0 
75.3 
75.3 

73.9 
72.5 
71.7 

69.8 
69.1 
68.7 
68.5 
67.8 
67.2 

65.5 
64.8 

62.6 
60.8 

58.5 
50.6 

46.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

川越町

四日市市

御浜町

尾鷲市

熊野市

いなべ市

度会町

東員町

多気町

木曽岬町

菰野町

紀宝町

大台町

津市

鈴鹿市

松阪市

三重県14市15町平均

明和町

全国_都市Ⅱ－０平均

亀山市

伊賀市

紀北町

大紀町

朝日町

志摩市

玉城町

名張市

鳥羽市

伊勢市

南伊勢町

桑名市

令和４年：一般会計
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令和４年：全体会計
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令和４年：連結会計
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住民一人当たり行政コスト（万円）
指標の定義：住民一人当たりどのくらいの行政コストがかかっているのか
算定式 ：純行政コスト÷人口（住民基本台帳人口）
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令和４年：一般会計
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令和４年：全体会計
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令和４年：連結会計



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

43

住民一人当たり負債額（万円）
指標の定義：住民一人当たりどのくらいの負債があるのか
算定式 ：負債÷人口（住民基本台帳人口）
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令和４年：連結会計
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令和４年：全体会計
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令和４年：一般会計
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基礎的財政収支（百万円）
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令和４年：連結会計
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令和４年：全体会計
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令和４年：一般会計

指標の定義：業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支のバランスをみる指標
算定式 ：業務活動収支（支払利息支出を除く。） ＋ 投資活動収支
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受益者負担比率（％）
指標の定義：行政サービスを提供するために必要なコストに対する受益者の負担割合
算定式 ：経常収益÷経常費用
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Ⅴ 自治体財務指標と郵便局数の相関分析の例

（三重県伊賀市）

46
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郵便局数（設置率）×住民一人当たり資産額（万円）
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般会計

津市 1.9 186.6

四日市市 2.5 126.2

伊勢市 2.3 135.7

松阪市 1.8 134.6

桑名市 1.9 100.4

鈴鹿市 1.6 128.0

名張市 1.8 133.7

尾鷲市 2.9 346.8

亀山市 1.4 148.3

鳥羽市 3.1 197.0

熊野市 2.6 435.9

いなべ市 1.1 348.2

志摩市 1.8 162.1

伊賀市 1.3 212.5

木曽岬町 0.6 281.4

東員町 1.9 140.8

菰野町 1.1 113.6

朝日町 1.9 122.0

川越町 2.3 334.3

多気町 1.1 226.6

明和町 1.1 188.3

大台町 2.2 438.0

玉城町 0.7 106.9

度会町 1.9 220.9

大紀町 2.7 395.9

南伊勢町 2.5 284.4

紀北町 2.6 315.3

御浜町 1.3 343.4

紀宝町 2.6 375.4

平均 1.9 230.4
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郵便局数（設置率）×歳入額対資産比率（年）
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計

津市 1.9 4.3

四日市市 2.5 2.7

伊勢市 2.3 2.8

松阪市 1.8 2.7

桑名市 1.9 2.2

鈴鹿市 1.6 3.3

名張市 1.8 3.1

尾鷲市 2.9 4.7

亀山市 1.4 2.9

鳥羽市 3.1 2.5

熊野市 2.6 4.5

いなべ市 1.1 6.1

志摩市 1.8 2.6

伊賀市 1.3 3.9

木曽岬町 0.6 4.3

東員町 1.9 3.1

菰野町 1.1 3.1

朝日町 1.9 2.7

川越町 2.3 6.1

多気町 1.1 3.3

明和町 1.1 3.2

大台町 2.2 4.5

玉城町 0.7 2.1

度会町 1.9 3.7

大紀町 2.7 3.7

南伊勢町 2.5 3.0

紀北町 2.6 4.1

御浜町 1.3 4.8

紀宝町 2.6 5.2

平均 1.9 3.6
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郵便局数（設置率）×有形固定資産減価償却率（％）
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10km2あたり

郵便局数

有形固定資産

減価償却率_

一般会計

津市 1.9 66.4

四日市市 2.5 67.2

伊勢市 2.3 61.2

松阪市 1.8 70.1

桑名市 1.9 69.5

鈴鹿市 1.6 54.3

名張市 1.8 68.1

尾鷲市 2.9 61.8

亀山市 1.4 72.9

鳥羽市 3.1 62.3

熊野市 2.6 75.1

いなべ市 1.1 56.6

志摩市 1.8 68.1

伊賀市 1.3 68.0

木曽岬町 0.6 61.4

東員町 1.9 69.9

菰野町 1.1 59.5

朝日町 1.9 53.7

川越町 2.3 63.4

多気町 1.1 62.4

明和町 1.1 53.5

大台町 2.2 66.0

玉城町 0.7 70.8

度会町 1.9 56.9

大紀町 2.7 64.6

南伊勢町 2.5 64.6

紀北町 2.6 68.9

御浜町 1.3 69.2

紀宝町 2.6 67.5

平均 1.9 64.6
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郵便局数（設置率）×純資産比率（％）

市町村名
10km2あたり

郵便局数

純資産比率_

一般会計

津市 1.9 75.3

四日市市 2.5 83.6

伊勢市 2.3 58.5

松阪市 1.8 73.9

桑名市 1.9 46.7

鈴鹿市 1.6 75.3

名張市 1.8 62.6

尾鷲市 2.9 81.6

亀山市 1.4 69.1

鳥羽市 3.1 60.8

熊野市 2.6 81.3

いなべ市 1.1 80.9

志摩市 1.8 65.5

伊賀市 1.3 68.7

木曽岬町 0.6 77.8

東員町 1.9 79.2

菰野町 1.1 77.0

朝日町 1.9 67.2

川越町 2.3 98.6

多気町 1.1 78.7

明和町 1.1 71.7

大台町 2.2 76.0

玉城町 0.7 64.8

度会町 1.9 80.4

大紀町 2.7 67.8

南伊勢町 2.5 50.6

紀北町 2.6 68.5

御浜町 1.3 82.8

紀宝町 2.6 76.5

平均 1.9 72.5
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郵便局数（設置率）×住民一人当たり行政コスト（万円）

市町村名
10km2あたり

郵便局数

住民一人当た

り行政コスト

_一般会計

津市 1.9 42.5

四日市市 2.5 36.7

伊勢市 2.3 41.3

松阪市 1.8 39.4

桑名市 1.9 34.4

鈴鹿市 1.6 32.1

名張市 1.8 35.2

尾鷲市 2.9 62.5

亀山市 1.4 48.6

鳥羽市 3.1 58.8

熊野市 2.6 78.9

いなべ市 1.1 50.4

志摩市 1.8 50.1

伊賀市 1.3 46.4

木曽岬町 0.6 51.8

東員町 1.9 32.6

菰野町 1.1 33.3

朝日町 1.9 37.4

川越町 2.3 41.2

多気町 1.1 56.8

明和町 1.1 46.6

大台町 2.2 83.2

玉城町 0.7 40.0

度会町 1.9 47.0

大紀町 2.7 77.2

南伊勢町 2.5 76.9

紀北町 2.6 63.2

御浜町 1.3 69.9

紀宝町 2.6 63.2

平均 1.9 50.9
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郵便局数（設置率）×住民一人当たり負債額（万円）

市町村名
10km2あたり

郵便局数

住民一人当た

り負債額_一

般会計

津市 1.9 46.2

四日市市 2.5 20.7

伊勢市 2.3 56.3

松阪市 1.8 35.2

桑名市 1.9 53.5

鈴鹿市 1.6 31.7

名張市 1.8 50.1

尾鷲市 2.9 63.9

亀山市 1.4 45.8

鳥羽市 3.1 77.3

熊野市 2.6 81.4

いなべ市 1.1 66.6

志摩市 1.8 55.9

伊賀市 1.3 66.6

木曽岬町 0.6 62.4

東員町 1.9 29.3

菰野町 1.1 26.1

朝日町 1.9 40.0

川越町 2.3 4.8

多気町 1.1 48.2

明和町 1.1 53.3

大台町 2.2 105.0

玉城町 0.7 37.6

度会町 1.9 43.2

大紀町 2.7 127.3

南伊勢町 2.5 140.5

紀北町 2.6 99.2

御浜町 1.3 58.9

紀宝町 2.6 88.3

平均 1.9 59.1
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郵便局数（設置率）×基礎的財政収支（百万円）
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一般会計
市町村名

10km2あたり

郵便局数

基礎的財政収

支_一般会計

津市 1.9 4683.0

四日市市 2.5 2684.0

伊勢市 2.3 -1519.0

松阪市 1.8 3246.0

桑名市 1.9 4823.0

鈴鹿市 1.6 -316.0

名張市 1.8 2970.0

尾鷲市 2.9 700.0

亀山市 1.4 -345.0

鳥羽市 3.1 1415.0

熊野市 2.6 755.0

いなべ市 1.1 1051.0

志摩市 1.8 1504.0

伊賀市 1.3 3983.0

木曽岬町 0.6 474.0

東員町 1.9 -155.0

菰野町 1.1 565.0

朝日町 1.9 -92.0

川越町 2.3 -544.0

多気町 1.1 467.0

明和町 1.1 362.0

大台町 2.2 623.0

玉城町 0.7 102.0

度会町 1.9 391.0

大紀町 2.7 1097.0

南伊勢町 2.5 -125.0

紀北町 2.6 478.0

御浜町 1.3 571.0

紀宝町 2.6 363.0

平均 1.9 1041.8
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郵便局数（設置率）×受益者負担比率（％）

市町村名
10km2あたり

郵便局数

受益者負担の

割合_一般会

計

津市 1.9 6.5

四日市市 2.5 5.3

伊勢市 2.3 2.4

松阪市 1.8 3.3

桑名市 1.9 3.2

鈴鹿市 1.6 7.8

名張市 1.8 2.4

尾鷲市 2.9 4.2

亀山市 1.4 1.9

鳥羽市 3.1 4.6

熊野市 2.6 3.6

いなべ市 1.1 2.1

志摩市 1.8 2.6

伊賀市 1.3 3.1

木曽岬町 0.6 3.1

東員町 1.9 5.5

菰野町 1.1 1.7

朝日町 1.9 3.2

川越町 2.3 7.1

多気町 1.1 3.3

明和町 1.1 1.4

大台町 2.2 3.6

玉城町 0.7 2.3

度会町 1.9 3.1

大紀町 2.7 2.4

南伊勢町 2.5 2.0

紀北町 2.6 3.7

御浜町 1.3 2.3

紀宝町 2.6 4.2

平均 1.9 3.5
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Ⅵ 人口等社会指標（非財務情報）と郵便局数の

相関分析の例（三重県伊賀市）

55



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

●代表的な社会指標

56

主な指標 算出式 指標の意味

① 人口減少率 （R2人口ーH27人口）÷H27人口×100 国勢調査における過去5年間の人口増減率

② 高齢化率 高齢者数（65歳以上）÷人口×100 総人口に占める65歳以上の者の割合

③ 単独世帯率 単独世帯数÷人口×100 総人口に占める単独世帯の割合

④ 出生率 出生数÷人口×100 総人口に占める出生者の割合

⑤ 婚姻率 婚姻数÷人口×100 総人口に占める婚姻者の割合

⑥ 運転免許の自主返納率 免許返納者数（65歳以上）÷免許保有者数（65歳以上）×100 65歳以上で免許を返納した者の割合

⑦ 市町村民所得成長率
（R2市町村民所得ーH27市町村民所得）÷H27市町村民所得
×100

市町村民所得過去5年間の成長率

⑧
産業別（運輸・郵便業）成
長率

（R2分野別市町村民所得ーH27分野別市町村民所得）÷H27
市町村民所得×100

市町村民所得の分野別過去5年間の成長率

⑨ 支所・出張所率 支所・出張所数÷可住地面積×10
可住地面積10㎞あたりの自治体の支所・出
張所の数

⑩ コンビニエンスストア率 コンビニエンスストア数÷可住地面積×10
可住地面積10㎞あたりのコンビニエンススト
アの数
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郵便局数（設置率）×人口減少率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

5年間の人口

増減率

津市 1.9 -1.9

四日市市 2.5 -1.8

伊勢市 2.3 -4.0

松阪市 1.8 -2.9

桑名市 1.9 -1.2

鈴鹿市 1.6 -0.4

名張市 1.8 -3.1

尾鷲市 2.9 -9.8

亀山市 1.4 -0.8

鳥羽市 3.1 -9.9

熊野市 2.6 -7.8

いなべ市 1.1 -1.8

志摩市 1.8 -8.5

伊賀市 1.3 -2.0

木曽岬町 0.6 -5.3

東員町 1.9 1.7

菰野町 1.1 0.9

朝日町 1.9 4.4

川越町 2.3 2.5

多気町 1.1 -5.8

明和町 1.1 -0.6

大台町 2.2 -9.3

玉城町 0.7 -2.5

度会町 1.9 -5.6

大紀町 2.7 -12.6

南伊勢町 2.5 -14.1

紀北町 2.6 -10.6

御浜町 1.3 -7.6

紀宝町 2.6 -7.9

平均 1.9 -4.4
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郵便局数（設置率） ×高齢化率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

人口構成比

_65歳以上

津市 1.9 29.6

四日市市 2.5 26.0

伊勢市 2.3 32.1

松阪市 1.8 30.2

桑名市 1.9 27.1

鈴鹿市 1.6 26.0

名張市 1.8 32.6

尾鷲市 2.9 44.9

亀山市 1.4 27.0

鳥羽市 3.1 39.5

熊野市 2.6 44.7

いなべ市 1.1 27.4

志摩市 1.8 41.2

伊賀市 1.3 33.4

木曽岬町 0.6 34.7

東員町 1.9 31.1

菰野町 1.1 26.4

朝日町 1.9 19.2

川越町 2.3 18.9

多気町 1.1 34.7

明和町 1.1 31.3

大台町 2.2 43.4

玉城町 0.7 28.4

度会町 1.9 36.2

大紀町 2.7 50.4

南伊勢町 2.5 53.6

紀北町 2.6 46.0

御浜町 1.3 40.9

紀宝町 2.6 37.5

平均 1.9 34.3
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郵便局数（設置率） ×単独世帯率（一人暮らし）

市町村名
10km2あたり

郵便局数
単独世帯率

津市 1.9 34.9

四日市市 2.5 36.3

伊勢市 2.3 32.1

松阪市 1.8 31.1

桑名市 1.9 30.1

鈴鹿市 1.6 33.9

名張市 1.8 27.4

尾鷲市 2.9 40.5

亀山市 1.4 34.0

鳥羽市 3.1 34.7

熊野市 2.6 40.5

いなべ市 1.1 35.1

志摩市 1.8 30.7

伊賀市 1.3 35.2

木曽岬町 0.6 25.0

東員町 1.9 20.8

菰野町 1.1 26.4

朝日町 1.9 25.8

川越町 2.3 38.9

多気町 1.1 24.8

明和町 1.1 21.0

大台町 2.2 31.4

玉城町 0.7 21.6

度会町 1.9 17.5

大紀町 2.7 31.6

南伊勢町 2.5 34.0

紀北町 2.6 36.3

御浜町 1.3 34.2

紀宝町 2.6 33.8

平均 1.9 31.0
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郵便局数（設置率）×出生率

市町村名
10km2あたり

郵便局数
出生率

津市 1.9 6.2

四日市市 2.5 6.9

伊勢市 2.3 6.2

松阪市 1.8 6.7

桑名市 1.9 6.5

鈴鹿市 1.6 6.9

名張市 1.8 5.5

尾鷲市 2.9 3.9

亀山市 1.4 6.8

鳥羽市 3.1 3.9

熊野市 2.6 5.3

いなべ市 1.1 6.3

志摩市 1.8 3.9

伊賀市 1.3 5.6

木曽岬町 0.6 3.2

東員町 1.9 7.3

菰野町 1.1 7.7

朝日町 1.9 9.2

川越町 2.3 9.5

多気町 1.1 4.5

明和町 1.1 7.3

大台町 2.2 4.5

玉城町 0.7 6.4

度会町 1.9 4.6

大紀町 2.7 2.6

南伊勢町 2.5 2.9

紀北町 2.6 2.7

御浜町 1.3 3.5

紀宝町 2.6 4.7

平均 1.9 5.6
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郵便局数（設置率）×婚姻率

市町村名
10km2あたり

郵便局数
婚姻率

津市 1.9 3.6

四日市市 2.5 4.8

伊勢市 2.3 3.6

松阪市 1.8 3.8

桑名市 1.9 4.3

鈴鹿市 1.6 4.5

名張市 1.8 2.9

尾鷲市 2.9 3.8

亀山市 1.4 3.8

鳥羽市 3.1 2.6

熊野市 2.6 2.8

いなべ市 1.1 3.4

志摩市 1.8 2.1

伊賀市 1.3 3.8

木曽岬町 0.6 1.5

東員町 1.9 2.8

菰野町 1.1 3.5

朝日町 1.9 3.9

川越町 2.3 6.3

多気町 1.1 2.6

明和町 1.1 3.9

大台町 2.2 2.8

玉城町 0.7 4.1

度会町 1.9 2.3

大紀町 2.7 2.6

南伊勢町 2.5 3.0

紀北町 2.6 1.9

御浜町 1.3 2.1

紀宝町 2.6 3.3

平均 1.9 3.3
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大台町

玉城町
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大紀町
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紀北町
御浜町

紀宝町 y = 0.061x + 3.2044
R² = 0.0017
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郵便局数（設置率）×運転免許の自主返納率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

運転免許の自

主返納率

津市 1.9 1.6

四日市市 2.5 2.3

伊勢市 2.3 1.9

松阪市 1.8 1.7

桑名市 1.9 2.1

鈴鹿市 1.6 2.0

名張市 1.8 1.7

尾鷲市 2.9 1.5

亀山市 1.4 1.6

鳥羽市 3.1 1.2

熊野市 2.6 1.9

いなべ市 1.1 1.3

志摩市 1.8 1.6

伊賀市 1.3 1.4

木曽岬町 0.6 1.3

東員町 1.9 1.8

菰野町 1.1 1.7

朝日町 1.9 1.7

川越町 2.3 1.5

多気町 1.1 1.4

明和町 1.1 1.9

大台町 2.2 1.5

玉城町 0.7 1.3

度会町 1.9 1.8

大紀町 2.7 1.2

南伊勢町 2.5 1.1

紀北町 2.6 1.9

御浜町 1.3 1.3

紀宝町 2.6 2.0

平均 1.9 1.6
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郵便局数（設置率）×市町村民所得成長率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

市町村民所得

成長率

津市 1.9 102.5

四日市市 2.5 102.2

伊勢市 2.3 102.1

松阪市 1.8 101.1

桑名市 1.9 102.7

鈴鹿市 1.6 102.3

名張市 1.8 100.9

尾鷲市 2.9 102.0

亀山市 1.4 104.6

鳥羽市 3.1 102.0

熊野市 2.6 101.1

いなべ市 1.1 102.7

志摩市 1.8 101.7

伊賀市 1.3 101.4

木曽岬町 0.6 105.9

東員町 1.9 103.4

菰野町 1.1 102.0

朝日町 1.9 103.6

川越町 2.3 101.7

多気町 1.1 99.3

明和町 1.1 102.2

大台町 2.2 100.5

玉城町 0.7 102.5

度会町 1.9 100.0

大紀町 2.7 97.5

南伊勢町 2.5 96.6

紀北町 2.6 99.5

御浜町 1.3 100.2

紀宝町 2.6 101.6

平均 1.9 101.6
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y = -1.1196x + 103.69
R² = 0.1577
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郵便局数（設置率）×産業別（運輸・郵便業）成長率

市町村名
10km2あたり

郵便局数
産業別成長率

津市 1.9 102.8

四日市市 2.5 103.8

伊勢市 2.3 99.0

松阪市 1.8 100.1

桑名市 1.9 100.9

鈴鹿市 1.6 106.7

名張市 1.8 97.0

尾鷲市 2.9 100.1

亀山市 1.4 97.8

鳥羽市 3.1 95.8

熊野市 2.6 95.3

いなべ市 1.1 108.7

志摩市 1.8 103.3

伊賀市 1.3 104.4

木曽岬町 0.6 109.0

東員町 1.9 101.2

菰野町 1.1 100.8

朝日町 1.9 96.0

川越町 2.3 104.2

多気町 1.1 56.9

明和町 1.1 93.0

大台町 2.2 107.9

玉城町 0.7 113.3

度会町 1.9 108.6

大紀町 2.7 104.0

南伊勢町 2.5 104.6

紀北町 2.6 87.7

御浜町 1.3 104.9

紀宝町 2.6 65.7

平均 1.9 99.1
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y = -2.7298x + 104.24
R² = 0.0235
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郵便局数（設置率）×支所・出張所率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

支所・出張所

率

津市 1.9 1.4

四日市市 2.5 1.5

伊勢市 2.3 1.2

松阪市 1.8 0.5

桑名市 1.9 0.4

鈴鹿市 1.6 1.4

名張市 1.8 0.2

尾鷲市 2.9 2.3

亀山市 1.4 0.3

鳥羽市 3.1 2.5

熊野市 2.6 2.0

いなべ市 1.1 0.3

志摩市 1.8 0.6

伊賀市 1.3 0.2

木曽岬町 0.6 0.0

東員町 1.9 0.5

菰野町 1.1 0.9

朝日町 1.9 0.0

川越町 2.3 0.0

多気町 1.1 0.2

明和町 1.1 0.0

大台町 2.2 1.8

玉城町 0.7 0.0

度会町 1.9 0.0

大紀町 2.7 1.8

南伊勢町 2.5 0.0

紀北町 2.6 1.9

御浜町 1.3 1.0

紀宝町 2.6 0.0

平均 1.9 0.8
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y = 0.7385x - 0.6047
R² = 0.3696
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郵便局数（設置率）×コンビニエンスストア率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

コンビニエン

スストア率

津市 1.9 4.0

四日市市 2.5 7.5

伊勢市 2.3 6.3

松阪市 1.8 3.6

桑名市 1.9 6.2

鈴鹿市 1.6 5.5

名張市 1.8 3.9

尾鷲市 2.9 4.1

亀山市 1.4 2.7

鳥羽市 3.1 1.9

熊野市 2.6 1.3

いなべ市 1.1 2.3

志摩市 1.8 2.4

伊賀市 1.3 2.0

木曽岬町 0.6 1.3

東員町 1.9 3.8

菰野町 1.1 4.3

朝日町 1.9 7.7

川越町 2.3 8.0

多気町 1.1 4.1

明和町 1.1 2.6

大台町 2.2 0.7

玉城町 0.7 2.5

度会町 1.9 0.5

大紀町 2.7 1.3

南伊勢町 2.5 0.8

紀北町 2.6 1.3

御浜町 1.3 1.3

紀宝町 2.6 1.6

平均 1.9 3.3
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R² = 0.0026
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まとめ

・支所機能業務の移転など、自治体との協働を目指す郵便局にとって

は、自治体の経営状況を把握することが重要である。

・自治体の経営状況を把握するためには、地方公会計に基づく財務

分析が有効である。

・地域の状況を把握するためにも、科学的・客観的な社会指標で捉え

  ることが重要である。

・郵便局の重要性を示すためには、上記の財務指標や社会指標と郵

便局に関する相関分析等でエビデンスを示していくことが重要である。
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ご清聴ありがとうございました。

【お問い合わせ先】

〒522-8522 滋賀県彦根市馬場１－１－１

滋賀大学 経済学部／社会連携センター

横山 幸司研究室

TEL/FAX 0749-27-1096

Email  kouji-y@biwako.shiga-u.ac.jp
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